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会社概要 

市進ホールディングスは、教育サービス事業と介護福祉サービス事業を主たる事業とする。介護福祉サービス事業

は、2025 年２月期の構成比が売上高の 16.0%、営業利益の 25.6%を占め、二本目の柱に育った。両事業とも、首都

圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県・茨城県）を商圏としている。積極的な M&A により業容を拡大している介護

福祉サービス事業では、６社が１都４県で 45 拠点を展開している。両事業とも、地域密着型でヒューマンスキルが求

められるという共通点がある。教育サービス事業でドミナント戦略を採る千葉県と茨城県では、高いブランドが確立

している。ネームバリューが浸透している地域で複数世代をターゲットとして対象市場の間口を広げている。人手不

足が深刻な介護福祉サービス事業では、研修業務の強化など教育サービス事業において長年培ったノウハウを活

かしている。2024 年３月にグループ介護事業推進本部を設置し、中核となる人材の採用、育成を進める。業種を超

えるグループ企業間の連携により、介護の人材不足に対処している。 
 

サマリー 

１. 2025 年２月期の業績動向 － 微増収・微減益 

2025 年２月期の連結業績は、売上高が 18,459 百万円、前期比 2.8%増、営業利益が同 2.5%減の 918 百万円と

微増収・微減益であった。学習塾などの教育サービス事業を行う同業他社は、半数以上が直近期に営業減益

もしくは損失を計上しており、同社は健闘した。売上高営業利益率は、目標とする 5.0%をクリアした。減益は、人

件費、家賃、教材費などの増加による。事業別では、教育サービスが 0.7%の増収、2.3%の増益であった。介護

福祉サービス事業は、2024 年３月にグループインした会社の貢献もあり、売上高が 16.0%伸びた。利益面では、

費用の増加を吸収できず 14.2%減少した。 

 

２． 2026 年２月期の見通し － 当期純利益は上方修正含み 

2026 年２月期は、売上高が前期比 0.7%増の 18,592 百万円、営業利益が同 0.5%増の 923 百万円、売上高営業

利益率 5.0%が予想されている。前期減益に陥った介護福祉サービス事業は、第１四半期の業績が前年同期比

4.8%の増収、8.6%の増益と増収増益基調に戻った。教育サービス事業は季節的な要因もあり、人件費や教材費

の高騰により営業損失が拡大した。同業の株式会社ウィザス＜9696＞に対する株式公開買付（TOB）に応じて

保有株を売却する意向であり、TOB が成立すれば第２四半期に投資有価証券売却益として 692 百万円を特別

利益に計上する。他の要因も精査して、業績見通しの修正が必要となった時点で速やかに公表する予定だ。 

 

３． 株主還元策 － 配当金と株主優待の高利回り 

2025 年２月期の配当金は４期連続して 1 株当たり 10 円、配当性向が 27.9%であった。2026 年２月期も前期並

みの 10 円配当、配当性向 25.4%を計画している。株主優待として 300 株以上を保有する株主に受講優待券を

進呈している。1,000 株以上を保有する株主には 20,000 円分の受講優待券を進呈しており、配当金と併せた利

回りは 6%超となる。また、1,000 株以上を 1 年以上保有し続け、希望する株主には、地元特産品 3,000 円相当

を贈呈する。 

（株式会社ジーキューブ アナリスト 瀬川 健） 
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＜連結業績推移＞  

 
 

＜連結売上高と営業利益の推移＞ 

 

 

＜連結売上高と営業利益の事業別構成比＞ 

 

 

 

 

 

（単位：百万円、％）

決算期 売上高
前期比

営業利益
前期比

経常利益
前期比

当期
純利益 前期比

2021年2月期 16,007 -2.8 543 +75.9 273 +669.6 △ 401 -

2022年2月期 17,318 +8.2 830 +52.8 693 +153.1 421 -

2023年2月期 17,292 -0.2 894 +7.7 734 +6.0 365 -13.2

2024年2月期 17,948 +3.8 941 +5.3 761 +3.7 363 -0.7

2025年2月期 18,459 +2.8 918 -2.5 719 -5.6 317 -12.7
2026年2月期（予） 18,592 +0.7 923 +0.5 722 +0.5 321 +1.2
注：当期純利益は親会社株主に帰属する当期純利益、予想は会社予想

出所：決算短信からジーキューブ作成
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Ⅰ. 会社概要 

 

１. 会社概要 － 教育サービス事業と介護福祉サービス事業の二本柱 

当社グループは、教育サービス事業と介護福祉サービス事業を主要なビジネスセグメントとする。基本理念は「一生

涯を通じた幅広い『学び』の機会を提供することで、ともに人間力を高め、笑顔あふれる社会を実現する」である。す

べてのステークホルダーに貢献できるよう、継続企業（Going Concern）として永続的な発展を目指す。グループ会社

間の連携を深めることに注力し、グループ全体の企業価値向上に取り組んでいる。 

 

少子高齢化により、学習塾市場の規模が縮小する一方、介護サービスの需要は拡大している。2011 年に、M&A に

より成長分野の介護福祉サービス事業に参入した。2025 年２月期に介護福祉サービス事業の構成比が、売上高で

16.0%、営業利益で 25.6%へと二本目の柱に育った。 

 

同社グループは、千葉県市川市を発祥の地とし、1965 年に学習塾として創業された。現在は、幼児教育・学童保育

から小中高生向け学習塾及び予備校、日本語学校を擁する総合教育サービス企業へ変貌を遂げている。学習形態

は、集団授業、個別指導、映像授業、オンライン双方向授業などをカバーしている。直営教室だけでなく FC 展開もし

ている。事業テリトリーは、首都圏の千葉県、茨城県、東京都、埼玉県、神奈川県である。地域特性に適合すべく、

地域毎に事業を分けており、千葉・茨城で地域一番塾として高い集客力を誇る。2025 年 2 月期の拠点数は 488、生

徒数が 38,437 人であった。 

 

2010 年に純粋持株会社へ移行した。証券市場では 1996 年に店頭登録後、2004 年にジャスダック証券取引所へ上

場した。2022 年４月の東京証券取引所の新市場区分への移行では、スタンダード市場を選択した。 

 

2011 年に参入した介護福祉サービス事業では、これまで８社が M&A によりグループインした。2025 年 3 月時点で１

都４県、45 拠点を運営している。デイサービス、グループホーム、小規模多機能事業、有料老人ホーム、訪問介護

事業など多様なサービスを提供している。同社グループ内の人材活性化策の一つにもなっている。グループ企業間

で、介護福祉サービスのノウハウ、人材、情報を共有することで、規模の拡大だけでなく収益性を高めた。2021 年２

月期に黒字転換を果たした後、順調に事業を拡大し、2025 年２月期の事業セグメント別売上高利益率が 8.0%と教育

サービス事業の 4.4%を大きく上回った。 

 

学習塾事業が市場縮小、競争激化する中、2011 年に（株）学研ホールディングス＜9470・東証プライム市場＞と業

務資本提携を行った。（株）学研ホールディングスは、2025 年 2 月期末現在で同社株の 49.0%を所有しており、同社

は連結子会社となる。両社の協業は、学研教室と市進グループの塾との連携、映像授業配信のウイングネット事業

の拡大、人材交流である。今後は、教育サービスの共同開発、管理システムの共同投資、間接部門業務のシェアサ

ービス会社の設立、グループ塾事業会社の再編成などを検討する。魅力ある学習教材を持続的に提供するために、

映像コンテンツや AI を活用した学習管理システムについて、一元的な開発を行い、コストを抑えながらも、クオリティ

ーの高いコンテンツ、システムの構築を目指す。 
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２. 事業環境と事業戦略 

 

（１） 事業環境 

a) 少子高齢化社会 － 2024 年は統計開始以来最少の出生数 

内需産業は、人口減少社会を前提とした事業への変革を迫られている。2024 年の日本で生まれた日本人の子ども

の数は、前年比 5.7%減の 68.6 万人と過去最低を記録した。出生数の 70 万人割れは、1899 年の統計開始以来初め

てで、国の中位推計よりも 15 年前倒しで起こった。同年の合計特殊出生率は 1.15 と前年の 1.20 より一段と下落し、

過去最低を更新した。2023 年４月に発表された国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口における 2024 年

の中位推計である 75.5 万人と 1.27 を下回った。出生数を左右する婚姻数は、2024 年に前年比 2.2%増の 48.5 万組

にとどまった。２年ぶりに回復したが、２年連続で 50 万組を下回り、戦後２番目に低い水準であった。学齢人口が減

少傾向にある一方、高齢者人口は 2040 年代半ばまで増加し続ける。同社グループは、今後も業績面で介護福祉サ

ービス事業のウェイトを高めていく。 

 

日本の 2022 年における平均寿命は、男性が 81.05 歳、女性が 87.09 歳であった。一方、健康寿命は男性が 72.57

歳、女性が 75.45 歳である。健康寿命から平均寿命までの日常生活に制限のある「不健康な期間」が、男性は 8.48

年、女性が 11.64 年になる。健康寿命を過ぎて 75 歳以上の後期高齢者になると要介護等の認定が一段と高まる。

厚生労働省の「介護保険事業状況報告書」によると、2020 年の年齢階級別の要介護認定率は、65～69 歳が 2.8%、

70～74 歳が 5.5%であったが、75～79 歳になると 12.4%と 10%を超え、80～84 歳が 26.4%、85～89 歳が 48.1%、90 歳

以上が 72.7%と急ピッチで上がる。 

 

＜年齢階級別の要介護認定率、2020 年＞ 

 

出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告書」よりジーキューブ作成 
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b) 介護業界の「2025 年問題」 － 団塊世代がすべて後期高齢者に 

介護業界の「2025 年問題」は、戦後のベビーブーマーの団塊世代が 2025 年にすべて後期高齢者になったことであ

る。1947～1949 年生まれの団塊世代の人口は約 806 万人と直近３年間の出生数約 222 万人の 3.6 倍になる。1971

～1974 年生まれの団塊ジュニアも、2036 年には 65 歳に達し始める。 

 

2023 年度の介護職員は 212.6 万人と前年度比 2.9 万人減少した。2000 年度に介護保険制度が始まって以来、初

めての減少であった。今後の介護需要の増加により、厚生労働省は必要となる介護職員を 2026 年に約 240 万人、

2040 年度が 272 万人と推計している。人手の確保と継続的な生産性向上が喫緊の課題となる。 

 

厚生労働省は介護分野における生産性向上ポータルサイトを設けた。業界を挙げて生産性向上に取り組むこ

とで、介護事業の課題となる介護職員の処遇改善、多様な人材の確保・育成、離職防止・定着促進、介護の

魅力の向上などを解決することを望んでいる。「介護分野における生産性向上の取組の進め方」や「介護分

野における生産性向上の取組を支援・促進する手引き」（102 頁）など介護分野の課題解決に向けた情報提供

を行っている。 

 

（２） 事業戦略 

a) 二つの事業の共通点 

同社グループの事業ドメインを特徴づけるのは、地域密着、ヒューマンスキル、教育関連になる。学習塾と介護福祉

サービスは、概ね共に地域密着型でヒューマンスキルが求められるという共通点がある。教育サービス事業では創

業以来の伝統である「めんどうみ」により、生徒一人ひとりに寄り添うきめ細やかな指導を実践してきた。介護福祉

サービス事業でも利用者、入居者、家族への丁寧な「１対１対応」による顧客満足度の向上を図る。教育サービス事

業は、高いブランドが確立している千葉県と茨城県でドミナント戦略を採る。ネームバリューが浸透している地域では、

複数世代をターゲットとして対象市場の間口を広げる。人手不足が深刻な介護福祉サービス事業では、研修業務を

強化する。教育サービス事業において長年にわたり培ったノウハウを介護福祉サービス事業にも活かす。 

 

b) グループ介護事業推進本部を設立 

2024 年 3 月に、市進ホールディングス内に「グループ介護事業推進本部」を設置した。将来の同社グループ介護事

業の中核となる人材を採用、育成することを目的とする。具体的には、グループ内の介護事業会社による定期的な

合同研修の実施により、専門知識や介護ノウハウの共有、グループ内の研修部門の積極活用と資格取得支援制

度の充実、グループにおける基本的サービス水準の強化を図る。また、グループ間の人材交流を推進する。人材、

職員の適正化を図ることで、地域のニーズに応じたきめ細かなサービスの提供、高い顧客満足度を実現し、さらなる

業績向上に努める。 

 

c) グループ内の異業種連携 

介護業界では、課題解決のため事業者が生産性向上に取り組むことが一般的になろう。同社グループでは異

なる業種のグループ企業が連携して独自の事業展開を行う。グループ企業が運営する日本語学校の外国人卒

業生が、同社グループの介護サービス会社に就職した。2024 年４月に、日本語教師が民間資格から国家資格

となったこともあり日本語教師が不足している。同社は、「大学コンソーシアム市川産官学連携プラットフ

ォーム」との包括協定のもと、市川市の施策推進及び課題解決、地域産業の発展・振興、地域活性化や地域

課題解決等に資する学生の教育・育成・学生のキャリア支援等について連携して取り組んでいる。 
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３. 事業内容 
 

（１）事業セグメント別売上高と利益 － 介護福祉サービス事業が４分の１の利益を生み出す 

同社グループは、持株会社である同社本体と、連結子会社として教育サービス事業の 17 社と介護福祉サービス事

業の 6 社で構成される。経営上の指標として、売上高営業利益率（5%）の達成を重視している。2025 年２月期の同利

益率は 5.0%であった。介護福祉サービス事業のウェイトは、売上高で 16.0%、営業利益で 25.6%となった。同事業の収

益性が高く、全体の売上高営業利益率が目標とする５%をクリアすることに貢献した。M&A などにより売上高が 2020

年２月期の 642 百万円から 2025 年２月期に 2,948 百万円へと５年間で 4.6 倍に拡大した。同事業のセグメント利益

は 2020 年２月期の△57 百万円から黒字転換し、直近期では 235 百万円へ増加した。 

 

＜事業セグメント別売上高と介護福祉サービス事業構成比の推移＞ 

 

出所：決算短信よりジーキューブ作成 

 
 

＜事業セグメント別利益と介護福祉サービス事業構成比の推移＞ 

 
出所：決算短信よりジーキューブ作成 
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（２） 教育サービス事業 

教育サービス事業の 2025 年２月期の売上高は 15,510 百万円、セグメント利益が 683 百万円、売上高セグメント利

益率が 4.4%であった。 

 

小・中・高校生を対象として進学学習指導を行う主要事業会社は、重点地域として（株）市進が千葉県、（株）市進東

京が東京地区、（株）茨進が茨城県とする。個別指導塾の個太郎塾は、先生１人に生徒２人までの“１対２形式”の

対面授業形式を取る。直営教室とグループ内 FC で首都圏を中心に展開、フランチャイズ教室の本部の役割もする。

映像授業の配信を行う（株）ウイングネットは、全国の学習塾・予備校を対象とする。2025 年３月時点の加盟は、

3,000 拠点を超えた。加盟校からのロイヤリティ収入は 10 億円程度であるが、市場における売上金額はその 10 倍

近くになると推定され、業界でもトップクラスの規模と高収益を誇る。 

 

＜教育サービス事業のグループ会社＞ 

 

設立／
グリープ入り*

事業内容 展開エリア

【連結子会社】

(株）市進 1975年6月
小・中学生向け学習塾の「市進学院」と現役高校生向け「市進予備校」の
80教室、社内FCとして個別指導塾「個太郎塾」を30教室、小学校低学年
専門教室「パンセフロンティエル」4教室を運営

千葉、神奈川、
埼玉

（株）市進東京 2020年2月 「市進学院」（FC含む）26教室、「個太郎塾」を20教室運営 東京

（株）個学舎 1999年5月
小学生から高卒生までを対象とする個別指導塾「個太郎塾」の直営61教室、
市進直営50教室、FC教室58教室、「個太郎塾 スタディジム」を2教室、
「有備館ゼミナール」3教室、大学受験「Oar」（オール）5教室を運営。

千葉、東京、
神奈川、埼玉、
長野、兵庫

（株）茨進 2012年3月*

小・中学生の進学塾「茨進 中学受験ゼミ」（34教室）、「茨進ゼミナール」
（36教室）、「いばしん個別指導学院」34教室、「Study Gym」6教室、
高校生の大学受験「茨進ハイスクール」（40教室）、「ウイングキッズ・ラボ」
5教室、「典和進学ゼミナール」2教室、他8拠点を運営。徹底した地域密着
姿勢を採り、茨城県内の合格者実績は他を圧倒

茨城

（株）NPS成田
　　　予備校

2019年1月*
JR成田線および総武本線の拠点で、小中高生を対象とした「NPS成田
予備校」を運営、計9拠点

千葉、茨城

（有）龍馬進学
　　　研究会

2024年9月*
中学受験専門塾。「何を学んだか」よりも「誰に学んだか」を大切にする
科目ごとに講師が小学4～6年の3年間担当し、卒業まで見届ける、計2拠点

千葉

（株）市進ラボ 2018年3月
小学校受験の幼児教室「桐杏学園」13拠点、体験型の民間学童保育
「アフタースクール　ナナカラ」6拠点、オールイングリッシュの保育・
学童施設「みらいえ インターナショナルスクール」1拠点を運営

千葉、東京、
埼玉、茨城

（株）ウイングネット 2009年4月
映像授業を中心とした学習塾事業のトータルサポート。3,000超の全国の
塾・教育機関にボランタリーチェーン方式で販売。AI機能を搭載した
高校生向け学習システムを提供

日本、香港

ジャパンライム（株） 2010年5月*
映像制作およびスポーツ・教育・医療などをマーケットとしたコンテンツの
制作販売

全国

（株）江戸カルチャー
　　　センター

2011年9月* 1984年設立の日本語学校。海外からの留学生を対象に、東京赤坂に拠点 東京

（株）アイウイング
　　　トラベル

2018年3月*
関西の大学・企業・個人を顧客とする旅行業。東京営業所では学習塾の
勉強合宿プラン、介護旅行、各種法人向け団体旅行なども取り込む

関西、関東

(株）市進コンサル
　　　ティング

2023年3月
講師養成メソッドを基板とした研修プログラムを開発し、企業や官公庁で
人材育成などの研修を実施

全国

【持分法適用会社】

（株）GIビレッジ 2013年5月
幼児保育事業。幼小一貫教育託児施設「クランテテ」の運営
（出資比率50%）

東京

（株）TOKYO
　　　GLOBAL
　　　GATEWAY

2017年2月
東京都が募集した体験型英語学習施設「TOKYO GLOBAL GATEWAY」を、
2018年9月に東京都江東区青海に開業。2023年1月に東京都立川市に
「TOKYO GLOBAL GATEWAY GREEN SPRINGS」を開業（出資比率35%）

東京

出所：決算説明資料よりジーキューブ作成
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教育サービス業界は、少子化による市場の縮小や教育費の抑制が続く状況下にある。大学入試制度改革や小学校

での英語必修化、文科省の GIGA スクール構想による ICT 化推進など、様々な教育制度改革が進められている。映

像授業やオンライン教育をはじめとする教育のデジタル化も急速に進行し、多様化するニーズに適したサービス、よ

り質の高い教育サービスに対する顧客の期待も高まっている。さらに行政による高校授業料の無償化が進むなど、

経営環境は大きな変革期にある。 

 

a) 学齢別教育サービス － 地域密着型で低学年から積み上げる 

同社の教育サービスは、事業環境の変化に適応するための施策を講じている。学齢別では幼児から始まり小

学生、中学生、高校生・高卒生、大学生・社会人及び外国人をカバーするなど顧客層を拡大している。ブラン

ド別教育サービス事業では、小学生から高校生までを対象とした「市進学院」「市進予備校」「個太郎塾」「茨進」等の

学習塾の運営、小学校受験の「桐杏学園」、学童保育の「アフタースクール ナナカラ」、小学校低学年向けオンライ

ンスクール「パンセフロンティエル」、日本語学校「江戸カルチャーセンター」の運営、映像授業コンテンツ「ウイングネ

ット」の全国学習塾等教育機関への販売・提供などである。 

 

＜学齢別ブランド教育サービス＞ 

 

出所：決算説明資料 
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教育サービス事業では、地域毎に教育人口の増減に応じてオペレーション規模を適正化する。学齢人口減少への

対応として、顧客のライフタイムバリューの獲得のため、学童保育から始まり、小学低学年から中学生を対象とした

学習塾、高校生向け塾及び予備校へと同社グループ内の教育サービスを継続利用してもらう流れを作っている。顧

客とのリレーションを途切れないようにし、持ち上がりによる同社グループの多様なサービスを利用してもらうことで、

新規顧客獲得コストの低減を図る。 

 

b) 教育サービス事業の主要な商圏 － 千葉県と茨城県におけるドミナント戦略 

千葉県市川市の学習塾事業からスタートし、垂直展開及び水平展開を推進してきた。近年の M&A は、地域ド

ミナント戦略に傾斜している。 

 

拠点展開では、つくばエクスプレス沿線の教育人口増加地区で在籍生徒数の増加により増床・リニューアル開校を

進め地域のドミナントをさらに強固にした。総務省の人口動態調査では、2024 年１月１日時点における人口の地域

別年間増加率で,印西市が全国３位、流山市が６位、成田市が９位と千葉県の３市がトップ 10 入りした。2023 年６月

に「印西牧の原教室」を拡大リニューアルオープンし、同年７月に「成田教室」をリニューアル開校した。学齢人口の

増加が続くつくばエクスプレス沿線においては、2024 年５月に、「市進学院」の「流山セントラルパーク教室」を、同年

11 月に「柏たなか教室」を新規開校した。 

 

c) ブランド別拠点数 － 施設数が全 488 拠点、生徒数が 3 万 8 千人 

2025 年 3 月時点で、グループ全体で全 488 拠点を展開している。拠点数の内訳は、市進学院・市進予備校が 106、

茨進が 125、桐杏学園が 13、個別指導が 244 になる。個別指導の拠点数は、個太郎塾の 210（うち個学舎直営が

61、市進が 50、外部 FC が 89、スタディジムが 2、有備館ゼミナールが 3、大学受験 Oar（オール）が 5 といばしん個

別指導学院の 34 になる。 

 

＜学習塾・予備校の拠点数と生徒数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

21年2月期 22年2月期 23年2月期 24年2月期 25年2月期

学習塾・予備校拠点数

市進学院・市進予備校* 118 119 117 115 106

桐杏学園 12 12 13 13 13

茨進集団指導 64 85 90 92 125

個別指導 272 265 265 264 244

合計 466 481 485 484 488

生徒数合計（名） 37,423 39,777 39,097 39,089 38,437
注：拠点数は該当する期の2月末日、ただし2022～2025年2月期は3月末。生徒数は該当する期の10月時点

　　市進学院・市進予備校は、オンラインスクールを含む

出所：決算説明資料よりジーキューブ作成
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d） 幼児教育・学童保育 － グループ内の生徒保持を狙う拠点展開 

垂直展開では、成長分野と目されている幼児教育・学童保育の領域を拡大している。2011 年に、幼児教育事業を

行う（株）桐杏学園の全株式を取得し、2018 年３月に設立した（株）市進ラボに、幼児向け事業を集約した。同子会

社は、小学校受験の幼児教室「桐杏学園」（2025 年３月時点：13 拠点）、体験型民間学童保育「アフタースクール 

ナナカラ」（６拠点）、オールイングリッシュ保育施設「みらいえインターナショナルスクール」（１拠点）を運営する。 

 

市進初の小学校低学年専門教室「パンセフロンティエル」を、2019 年３月に千葉県柏市に第１号店を開設した。AI と

共存する社会の到来、進むグローバル化、2020 年の大学入試改革など子どもたちを取り巻く環境が目まぐるしく変

化しており、「パンセフロンティエル」では子どもたちが自ら考え、問題を解決できる本質的な力を育むことを大きな目

標としている。2025 年３月時点で 4 教室を運営している。 

 

同一エリアで、幼児教育の桐杏学園、学童保育の「アフタースクール ナナカラ」、小学校１～３年生の「パンセフロン

ティエル」、小学校４年生以降、中学生と高校生も対象とする「市進学院」「市進予備校」、個別指導の「個太郎塾」を

配置している。同社グループでは、幼児から小・中・高校および大学受験の学齢を網羅しており、学齢が上がっても

グループ内に生徒を保持できるような拠点展開をしている。 

 

2021 年４月に、「パンセフロンティエル」は、小学校低学年専用の在宅オンライン指導の提供も開始した。リアルタイ

ムオンライン授業のため、全国どこでも受講ができる。「世界に出ても負けない子に育てる」ため、国内で 24,000 人

超の小学生が学ぶ玉井満代先生プロデュースの教材「玉井式国語的算数教室」をベースとしている。オンライン授

業の利点は、低学年が塾に通う時の保護者による送り迎えが不要であること、同じ内容の授業が一週間の中で複

数回配信されるため、他の用事があったときに振替受講が可能なことなどが挙げられる。 

 

e) 映像配信事業 － 加盟は 3,000 拠点超に 

株式会社ウイングネットは、全国の学習塾・予備校向けにボランタリーチェーン方式で映像授業の配信や、塾事業の

トータルサポートを提供する。映像コンテンツに加え、学習・受験情報や生徒管理のノウハウや、双方向質問システ

ムによる学習・進路相談などの対応、AI 機能を搭載した小・中・高校生向け学習システムを提供する。 

 

映像配信型授業の「ウイングネット」は、2007 年より外部販売を開始し、2023 年２月期には基礎学習から最難関大

学受験コースまでを網羅するフルラインナップとした。映像授業コンテンツは、全ての現役高校生を対象に、教科書

完全理解から共通テスト基礎固めの「ベーシックウイング」、有名大学合格を目指す高校生のための合格一貫カリキ

ュラム「アドバンストウイング」、難関大学合格請負人として有名な名物講師陣による難関大学合格を目指す生徒向

け「学研プライムゼミ」に加え、2022 年３月より圧倒的頂点合格実績を叩き出す最強実力講師陣による東大・京大・

医学部を目指す生徒向け「スーパーウイング」を開始した。最難関大学を目指す学生数は限られるが、映像授業に

よってこの層を取り込むことができるようになり、合格者が出れば、加盟教室のネームバリューも上がる。 
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（３） 介護福祉サービス事業 － 教育サービス事業との相乗効果もあり、さらに拡大へ 

介護福祉サービス事業は、季節変動要因が少なく、安定的な収益が見込め、予算も立てやすい。同社グループが主

たる事業とするグループホームや小規模介護施設、デイケアサービスは、介護福祉サービス事業の中でも規模が小

さく、一人ひとりのご利用者様に目が行き届きやすい。また、教育サービス事業に従事する従業員のセカンドキャリ

アとしての職場としても適している。 

 

介護福祉サービス事業は、グループ企業６社が１都４県で 45 ヶ所の拠点で展開している。2025 年３月時点で株式会

社いちしんウエルフェアが東京都と埼玉県で 21 拠点、株式会社ゆいが神奈川県で 13 拠点、茨城県では有限会社

敬愛が２拠点、株式会社ライブコアサポートが４拠点、千葉県においてはトップケアサイエンス有限会社が４拠点、株

式会社いちしんウエルフェアちばが１拠点を運営している。株式会社いちしんウエルフェアは、2024 年９月に株式会

社市進ケアサービスがグループ企業の株式会社時の生産物、株式会社プレジャー・コム、紙ふうせん株式会社と統

合後に、現社名に商号変更した。株式会社いちしんウエルフェアちばは、2024 年７月に有限会社錦秋会を買収後、

2025 年３月に社名変更をした。M&A により業容を拡大してきた。教育サービス事業でネームバリューが確立している

千葉県及び茨城県内での事業拡大を進める。 

 

＜介護福祉サービス事業のグループ企業＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ企業 拠点数 展開エリア

（株）いちしんウエルフェア
「（株）市進ケアサービス」に「（株）時の生産物」「（株）プレジャー・コム」
「紙ふうせん（株）」を統合し、新会社「（株）いちしんウエルフェア」に
生まれ変わる、計21拠点を運営

東京都、
埼玉県

2011年11月 （株）市進ケアサービス
埼玉県内でグループホーム、小規模多機能型居宅介護、デイサービス、
居宅介護支援事業所などを運営。市進ケア教育研究所では教育事業
としての特色を生かした介護研修を実施

埼玉県

2017年12月* （株）時の生産物
東京23区内で小規模デイサービス、機能向上トレーニングセンター
(デイサービス)、居宅介護支援事業所と訪問介護事業所などを運営

東京都

2020年7月* （株）プレジャー・コム 東京23区内で民家改装型小規模デイサービス「ふくろうの家」を運営 東京都

2022年9月* 紙ふうせん（株） 東京都世田谷区で居宅介護支援と訪問介護支援などを運営 東京都

（有）敬愛 茨城県でデイホーム1拠点とグループホーム1拠点、計２拠点を運営。 茨城県

(株）ライブコアサポート 茨城県ひたちなか市でデイサービス、住宅型有料老人ホームを４拠点運営 茨城県

（株）ゆい
神奈川県横浜市でグループホーム、小規模多機能型居宅介護施設、
定期巡回・随時対応型訪問介護施設、訪問看護ステーション、訪問介護、
障がい者相談支援事務所など、計13拠点を運営

神奈川県

トップケアサイエンス（有） 千葉市で住宅型有料老人ホーム、サ高住、訪問介護など、計４拠点を運営 千葉県

（株）いちしんウエルフェア
　　　ちば

千葉市でグループホーム１拠点を運営 千葉県

出所：決算説明会資料よりジーキューブ作成

設立／
グリープ入り*

2019年12月*

2024年3月*

2020年7月*

2023年4月*

2024年7月*

2024年9月
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＜介護福祉サービス事業のグループ企業と拠点＞ 

 

  
出所：決算説明資料 

 

（４） 四半期毎の収益変動 － 介護福祉サービス事業の成長で平準化の方向へ 

同社の収益性は季節性が強く、第１四半期（３-５月期）と第３四半期（９-11 月期）の損失を、第２四半期（６-８月期）

と第４四半期（12-２月期）の利益でカバーする形となる。学習塾業界は、通常の授業に加え春期、夏期、冬期の講

習会を実施するため、実施月の売上高が大きくなる。また講習会を実施する時期に重点的に生徒募集を継続して

いくため、新年度がスタートしてから受験期を迎えるまで生徒数は増え、１月にピークを迎える。教室運営費用(人件

費、家賃等の施設費)は、通期で継続して発生するため、売上高が低い第１四半期と第３四半期は赤字となる傾向

がある。 

 

介護福祉サービス事業の季節性は大きくなく、過去 4 期間にいずれの四半期も利益を上げている。今後、介護福祉

サービス事業のウェイトが高まることで、収益性の平準化が進もう。  
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Ⅱ. 業績の動向 

 

１. 2025 年２月期の業績動向 

 

（1）決算概況 － 売上高営業利益率は目標とする５%以上を維持 

2025 年２月期の連結業績は、売上高が 18,459 百万円、前期比 2.8%増、営業利益が同 2.5%減の 918 百万円となり、

売上高営業利益率が 5.0%と目標とする 5%以上を達成した。経常利益は同 5.6%減の 719 百万円、親会社株主に帰

属する当期純利益が同 12.7%減の 317 百万円であった。増収に加え、人材の適正配置や業務の効率化を図ったも

のの、人件費や教材費などが高騰した。前期に特別利益に計上された投資有価証券売却益（78 百万円）がなくなり、

当期純利益の落ち込み幅が大きくなった。期初予想と変わらぬ第 3 四半期決算発表時の計画比では、売上高が

0.5%増、営業利益が 5.5%減であった。 

 

＜2025 年２月期の業績＞ 

 
 

４大経費の売上高比率の低減に継続的に取り組んでおり、売上高比率は前期比 0.4 ポイント減の 76.7%に抑えた。

施設費（賃借料）と広告宣伝費を圧縮したものの、人件費と教材費・印刷費が増加した。 

 

＜4 大経費の推移＞ 

 

 

 

（単位：百万円）

実績 売上比 計画 実績 売上比 金額 率

売上高 17,948 - 18,359 18,459 - +510 +2.8%

売上総利益 3,070 17.1% - 3,077 16.7% +7 +0.2%

販管費 2,128 11.9% - 2,159 11.7% +30 +1.4%

営業利益 941 5.2% 971 918 5.0% -23 -2.5%

経常利益 761 4.2% 765 719 3.9% -42 -5.6%

親会社株主に帰属する
当期純利益

363 2.0% 365 317 1.7% -45 -12.7%

出所：決算説明資料よりジーキューブ作成

注：事業別営業利益の売上比は、各事業の売上比

　　計画は、第3四半期時点の予想値

24年2月期 25年2月期 前期比

（単位：百万円） （単位：％）

21/2期 22/2期 23/2期 24/2期 25/2期

【4大費用合計】 12,333 13,228 13,286 13,835 14,151 +2.3% 77.0 76.4 76.8 77.1 76.7

人件費 8,264 8,978 9,081 9,442 9,783 +3.6% 51.6 51.8 52.5 52.6 53.0

施設費（賃借料） 2,655 2,592 2,583 2,633 2,592 -1.5% 16.6 15.0 14.9 14.7 14.0

広告宣伝費 515 558 531 545 493 -9.5% 3.2 3.2 3.1 3.0 2.7

教材費・印刷費 897 1,098 1,091 1,213 1,281 +5.6% 5.6 6.3 6.3 6.8 6.9

出所：決算説明資料よりジーキューブ作成

売上高比
24/2期22/2期

前期比
増減率

21/2期 23/2期 25/2期
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（2）セグメント別の事業動向 － 介護福祉サービス事業の減益で全体でも微減益に 

事業別の売上高とセグメント利益では、教育サービス事業の売上高が 15,510 百万円、前期比 0.7%増、利益が 683

百万円、同 2.3%増、介護福祉サービス事業の売上高が 2,948 百万円、同 16.0%増、利益が 235 百万円、同 14.2%減

であった。介護福祉サービス事業の減益を教育サービス事業の増益が補えず、営業利益を 2.5%減少させた。介護

福祉サービス事業の減益は、2021 年 2 月期の事業セグメント情報が開示されて以来初めてだった。 

 

＜事業セグメント別売上高と利益＞ 

 

 

a）教育サービス事業 － 微増収・微増益 

学習塾などの教育サービス事業に従事する上場企業 19 社の直近期の営業利益の前期比増減動向は、7 社が増

加、10 社が減少、2 社が赤字であった。少子化による学齢人口の減少や教育費の抑制傾向等により依然として厳し

い状況が続いた。同社グループの教育サービス事業は、微増収・微増益と健闘した。オンライン教育、Web やデジタ

ルを活用した教育サービスや学習支援ツールを利用した新たなサービスの需要が高まり、業績を支えた。期中に、

千葉県船橋市の中学受験専門塾を運営する有限会社龍馬進学研究会を買収した。創業者からの事業承継案件と

なる。2025 年２月に、同子会社は津田沼校に次ぐ２校目となる海浜幕張校（千葉県千葉市）を新設した。 

 

b）介護福祉サービス事業 － 期中に 1 社がグループインして増収増益 

売上高は前期比 16.0%増、営業利益が同 14.2%減となった。人件費の高騰、採用費の大幅な増加、家賃の上昇など

経費が増加し、減益となった。期中の M&A が大幅増収をもたらした。2024 年３月に茨城県ひたちなか市において有

料老人ホーム、デイサービスなど計４拠点を運営する株式会社ライブコアサポートを、2024 年７月に千葉県千葉市

でグループホームを運営する有限会社錦秋会（2025 年３月に株式会社いちしんウエルフェアちばに社名変更）の２

社がグループ入りした。９月には、東京都と埼玉県を拠点とする４社の経営統合を行い、さらなる運営の効率化を進

めた。統合により、専門的な知識と技術を共有し、一時的な人員不足の際もスムーズな対応が可能になった。 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

実績 構成比 利益率 実績 構成比 利益率 金額 率

売上高

教育サービス事業 15,406 85.8% 15,510 84.0% +104 +0.7%

介護福祉サービス事業 2,541 14.2% 2,948 16.0% +406 +16.0%

売上高　合計 17,948 100.0% 18,459 100.0% +510 +2.8%

営業利益

　教育サービス事業 667 70.9% 4.3% 683 74.4% 4.4% +15 +2.3%

　介護福祉サービス事業 273 29.1% 10.8% 235 25.6% 8.0% -38 -14.2%

利益　合計 941 100.0% 5.2% 918 100.0% 5.0% -23 -2.5%

出所：決算説明資料よりジーキューブ作成

注：事業別営業利益は、各事業の売上比

24年2月期 25年2月期 前期比
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（3） 財務の状況と財務比率 － 自己株式取得により自己資本比率が低下 

2025 年２月期末の総資産は、前期比 638 百万円増の 13,647 百万円となった。流動資産は前期比 235 百万円増え、

固定資産が同 402 百万円増加した。負債の部は同 655 百万円増えた。有利子負債の 7,092 百万円は、短期借入

金が 3 期続けてなく、流動資産の 1 年以内返済予定を含む長期借入金とリース債権となる。 
 

＜連結貸借対照表＞ 

 

 

＜財務比率＞ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：百万円）

21年2月期 22年2月期 23年2月期 24年2月期 25年2月期 増減額

流動資産 5,447 6,082 5,744 6,187 6,423 +235

現金及び預金 3,609 4,601 4,132 4,282 4,387 +105

固定資産 6,933 6,622 6,672 6,821 7,224 +402

有形固定資産 3,072 2,757 2,689 2,765 2,908 +143

無形固定資産 782 664 676 658 674 +16

投資その他の資産 3,078 3,200 3,306 3,397 3,640 +242

資産合計 12,381 12,705 12,417 13,009 13,647 +638

流動負債 3,857 3,879 3,297 3,520 4,175 +655

固定負債 6,904 6,757 6,822 6,753 7,274 +521

負債合計 10,762 10,637 10,120 10,273 11,450 +1,176

（有利子負債 計） 6,526 6,383 6,062 6,285 7,092 +807

株主資本 1,662 1,987 2,174 2,429 1,756 -672

純資産合計 1,618 2,068 2,297 2,735 2,197 -538

負債・純資産合計 12,381 12,705 12,417 13,009 13,647 +638

出所：決算短信よりジーキューブ作成

21年2月期 22年2月期 23年2月期 24年2月期 25年2月期 増減

【安全性】

流動比率 141.2% 156.8% 174.2% 175.8% 153.8% -21.9%

自己資本比率 13.0% 16.2% 18.3% 20.7% 15.7% -5.0%

【収益性】

売上高営業利益率 3.4% 4.8% 5.2% 5.2% 5.0% -0.3%

ROA （①×③） 2.2% 5.5% 5.8% 6.0% 5.4% -0.6%

ROE （②×③×④） -20.9% 23.0% 16.9% 14.6% 13.1% -1.5%

①売上高経常利益率 1.7% 4.0% 4.2% 4.2% 3.9% -0.3%

②売上高当期純利益率 -2.5% 2.4% 2.1% 2.0% 1.7% -0.3%

③総資産回転率（回） 1.32 1.38 1.38 1.41 1.38 -0.03

④財務レバレッジ（倍） 6.33 6.85 5.80 5.11 5.50 +0.39

出所：決算短信よりジーキューブ作成
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流動比率が 153.8%と前期比 21.9 ポイント低下した。自己資本比率は、同 5.0 ポイント減の 15.7%となった。2024 年 7

月に株式会社学究社＜9769＞が保有する当社株全株（1,810,100 株）の売却意向を受け、東証の自己株式立ち会

い外買付取引による自己株式の取得をおこなった。取得額は 890 百万円。自己株式が増えたため、自己資本が前

期比 551 百万円減少した。ROE（自己資本当期純利益率）は、財務レバレッジの高まりもあり 13.1%と 10%超の高水

準を維持した。期末自己株式数は、2,460,793 株と総発行株式数の 23.2%を占めた。2025 年７月に譲渡制限付株式

報酬として自己株式 97,000 株を処分した。同社及び子会社の役員、監査役の 50 名が対象となる。 

 

（4） キャッシュ・フロー計算書 

2025 年２月期の現金及び現金同等物の期末残高は、前期末比 69 百万円増の 3,406 百万円であった。営業活動に

よるキャッシュ・フローの収入 1,189 百万円は、投資活動によるキャッシュ・フローの支出△763 百万円を上回り、フリ

ーキャッシュ・フローは 426 百万円となった。営業活動によるキャッシュ・フローの主な項目としては、税金等調整前

当期純利益（528 百万円）と減価償却費（545 百万円）になる。投資活動によるキャッシュ・フローの主な支出は、有

形固定資産の取得による支出（297 百万円、新規教室開校の他、既存拠点のリニューアル費用等）と無形固定資産

の取得による支出（76 百万円）、敷金及び保証金の差入による支出（34 百万円）、連結の範囲内の変更を伴う子会

社株式の取得による支出（236 百万円）であった。財務活動によるキャッシュ・フローは 356 百万円の支出となった。

主な要因は、自己株式の取得による支出（891 百万円）であった。 

 

＜連結キャッシュ・フロー計算書＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円）

21年2月期 22年2月期 23年2月期 24年2月期 25年2月期 増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー 526 1,610 855 657 1,189 +531

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,316 △ 481 △ 724 △ 262 △ 763 △ 500

財務活動によるキャッシュ・フロー 788 △ 276 △ 609 △ 225 △ 356 △ 131

現金及び現金同等物の期末残高 2,786 3,640 3,164 3,337 3,406 +69

フリーキャッシュ・フロー △ 790 1,128 130 395 426 +30

出所：決算短信よりジーキューブ作成
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２． 2026 年２月期の業績見通し 

 

（1） 業績見通しの概要 － ほぼ横ばいの売上高と営業利益を計画 

2026 年２月期の業績予想は、売上高が前期比 0.7%増の 18,592 百万円、営業利益が同 0.5%増の 923 百万円、売上

高営業利益率 5.0%、経常利益が同 0.5%増の 722 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が同 1.2%増の 321 百

万円としている。事業別でも売上高、利益ともほぼ前期並みを計画している。 

 

＜2026 年２月期の業績予想＞ 

 

ａ） 教育サービス事業 

大学入学共通テストをはじめとする大学入試制度改革、国際的なコミュニケーション能力向上を目的とした小学校で

の英語必修化、文科省の GIGA スクール構想による ICT 化推進等、様々な教育制度改革が進められている。また、

コロナ禍を契機として、映像授業やオンライン教育など、教育のデジタル化が急速に進行し、より質の高い教育サー

ビス、多様化するニーズに適したサービスに対する顧客の期待も高まり、経営環境は大きな変革の時期にある。 

 

当期の教育サービス事業の重点課題として、（１）高１継続生へのめんどうみによる定着、（２）大学受験にむけた早

期からの学力強化、（３）高校部在籍数、大学合格実績、売り上げの目標達成を挙げている。 

 

大学入試は、一般入試（学力試験）の割合が減り、「学校推薦型選抜」や特に「総合型選抜（旧 AO 入試）」の比率が

増加傾向にある。2024 年度の大学入学者の選抜方法の内訳は、一般選抜が 40.9%、学校推薦型選抜が 26.7%、総

合型選抜が 19.3%、その他が 13.1%であった。 

（単位：百万円）

前期比

増減率

売上高 16,007 17,318 17,292 17,948 18,459 18,592 +0.7%

売上総利益 2,669 3,039 2,983 3,070 3,077

販管費 2,126 2,208 2,089 2,128 2,159

営業利益 543 830 894 941 918 923 +0.5%

　持分法による投資
　利益（△損失）

△ 137 △ 14 △ 42 △ 27 0

経常利益 273 693 734 761 719 722 +0.5%

　特別利益 109 41 27 94 14

　特別損失 692 202 182 258 204

親会社株主に帰属
する当期純利益

△ 401 421 365 363 317 321 +1.2%

売上高比

売上総利益 16.6% 17.5% 17.3% 17.1% 16.7%

販管費 13.2% 12.7% 12.1% 11.9% 11.7%

営業利益 3.4% 4.8% 5.2% 5.2% 5.0% 5.0%

経常利益 1.7% 4.0% 4.2% 4.2% 3.9% 3.9%

親会社株主に帰属
する当期純利益

-2.5% 2.4% 2.1% 2.0% 1.7% 1.7%

出所：決算短信よりジーキューブ作成

26年2月期
（予）

23年2月期 24年2月期 25年2月期21年2月期 22年2月期
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一般選抜の学力試験だけの一発勝負に対し、推薦・総合型選抜では高校の学習状況や課外活動など日頃の努力

を多面的に評価する。特に指定校推薦の場合、高校１年生の１学期から高３の１学期までの成績（評定平均）が重

視される。現役受験生の多くは高３から受験勉強に取り組むことが多いが、推薦の方式によっては高校３年間を通

して高い成績を維持する必要がある。同社グループは、総合型選抜、学校推薦型選抜に対応した新たなカリキュラ

ムや指導方法の確立を進める。推薦や新課程に対応する映像コンテンツの制作、ウイングネットシステムの改良を

継続している。高校生の通塾率が向上することから、中３から高１への継続生を増やす。 

 

千葉県内に高校生を対象とした大学受験予備校の新ブランド「Oar（オール）」は５教室を開設した。個太郎塾と併設

されている。同ブランドでは、個別指導、映像授業を活用し、多様化する受験形態・受験方法に合わせた適切な情

報やカリキュラムを提供している。2023 年 11 月に「ららテラス TOKYO-BAY 教室」（最寄駅：JR 京葉線・南船橋駅）、

2024 年５月に「千葉寺教室」（京成電鉄・千葉寺駅）と「船橋日大前教室」（東葉高速鉄道・船橋日大前駅）、2025 年

２月に「八千代緑が丘教室」（東葉高速鉄道・八千代緑が丘駅）、３月に「市川大野教室」（JR 武蔵野線・市川大野

駅）を新規開校した。 

 

持続的な成長を達成するためのビジネス戦略、事業モデルの見直しに着手している。強みとする映像教材を一層強

化するため、2025 年３月に千葉県市川市に市進グループのオンライン基地「Ichishin デジタルベース」を開設した。

収録用及び配信用の機材と設備の充実を図り、映像教材による受講生徒数のさらなる増加につなげる。 

 

デジタル・トランスフォーメーション（DX）の一貫として、従来、紙、電話、メール、エクセルなど複数ツールで行ってい

た業務をスマートフォンに一元化した「市進プラットフォーム」を導入した。生徒・保護者とのコミュニケーションにおけ

る利便性と効率性の改善及び信頼性の強化を図った。面談予約では、電話時の日時の聞き違いや記入漏れがなく

なる。教室とのやりとりが容易になり、宿題の進捗管理や授業スケジュールのチェックができる。配布物も見やすく、

映像授業も多機能になった。欠席した授業内容を、スマートフォンによりアーカイブの閲覧ができ好評を得ている。 

 

当第１四半期の状況は、学習塾部門の在籍生徒数が予算に対して順調に推移し、映像コンテンツ事業においても

ウイングネットの加盟校数が引き続き堅調に推移した。経費面では、物価高に加えて、当期の主要テーマである高

校生指導強化を目的としたチューター充足のための人件費や、教科書改訂、入試傾向への対応など学習効果向上

を目指した教材作成費の増加、WEB 広報の強化による広告宣伝費などの費用が増大した。売上高は前年同期比

0.4%増の 3,259 百万円、営業損失が前年同期の△297 百万円から△360 百万円に拡大した。 

 

ｂ） 介護福祉サービス事業 

介護福祉サービス事業は６社がデイサービス、グループホーム、小規模多機能事業、有料老人ホーム、訪問介護

事業など多様なサービスを展開している。地域によっては、人件費や家賃高騰などの影響を強く受け、収益が圧迫

されている。一方、特定の拠点で多様なサービスを提供しているところは、幅広い利用者を対象に需要の変化に対

応できる。グループ内の好不調を確認することで、高い稼働率や入居率を継続できるよう経営リソースの配分を行う。 

当第１四半期の状況は、売上高が前年同期比 4.8%増の 753 百万円、利益が同 8.6%増の 67 百万円と増収増益であ

った。前期は、各四半期とも収益性を保ったものの、前年同期比ではいずれも減益であった。当第１四半期は増益

に転じ、売上高利益率も前年同期の 8.6%から 8.9%へ改善した。人材、職員の適正化を図ることで、地域のニーズに

応じたきめ細かなサービスの提供、高い顧客満足度を実現し、さらなる業績向上に努めている。 
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c) 特別利益の計上により親会社株主に帰属する当期純利益の予想を見直しへ 

同社は、株式会社 NSSK-J1 が株式会社ウィザス＜9696＞に対し実施する株式公開買付（TOB）に応募することを

決め、保有株式 24 万株を全て売却する意向だ。TOB が成立し、株式を売却した場合、当期の第２四半期決算にお

いて投資有価証券売却益として 692 百万円の特別利益を計上する見込みである。他の要因も精査して、業績見

通しの修正が必要となった時点で速やかに公表する予定だ。 

 

ｄ） 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 

2025 年７月に、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分を行った。当社及び当社子会社の役員、監査役の 50

名（社外を含む）に当社普通株式 97,000 株を１株当たり 421 円で割り当てた。対象者には金銭報酬債権合計 40,837

千円が付与された。対象役員に企業価値の持続的な向上を図るインセンィブを与えるとともに、中長期的な企業価

値向上に向けた取り組みや株主との一層の価値共有を進めることを目的する。監査役には、株主との価値共有に

より、同社の企業価値の毀損の防止及び信用維持へのインセンティブとする。 
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Ⅲ. 株主還元策 

 

１. 配当政策 － 安定配当を重視し、2026 年２月期も 10 円配当とする計画 

株主への利益還元を経営の最重要課題と位置付けており、安定的な配当を維持しつつ、企業体質の強化と今後の

事業展開に備えるための内部留保の充実等を勘案した上で、業績に応じた配当を行うことを基本方針としている。

2019 年２月期まで１株当たり年 10 円の安定配当を実施してきた。コロナ禍により業績が悪化した 2020 年２月期と

2021 年２月期は、年間８円に引下げた。2022 年２月期以降は、利益水準が回復したことにより１株当たり配当金を

10 円に戻した。2026 年２月期は、年 10 円の配当金と 25.4%の配当性向を計画している。 

 

＜一株当たり配当金及び配当性向の推移＞ 

 
※21 年 2 月期は当期純損失のため、配当性向の数値はなし 

出所：決算短信よりジーキューブ作成 

 

2. 株主優待制度 － 配当金と併せると利用者にとって高利回りとなる 

同社は株主優待制度も設けている。内容は配当基準日（2 月末）の保有株式数に応じて受講優待券を贈呈するとい

うもの。保有株式が 300 株以上 500 株未満は受講優待券 5,000 円分、500 株以上 1,000 株未満に 10,000 円分、

1,000 株以上に 20,000 円分としている。また、2022 年度より 1,000 株以上を 1 年以上保有し続け、希望する株主に

は、地元特産品 3,000 円相当を贈呈している。地元特産品は、同社発祥の地である千葉県市川市の特産品を中心

としたカタログギフトから選べる。 
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